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１. 公募趣旨 

 太田市では、平成２７年度より９つの日常生活圏域に地域包括支援センターを設置し、

介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第１１５条の４５第２項各号

に規定する包括的支援事業に係る業務等を委託しています。 

この度、全９圏域の地域包括支援センターにおいて、令和６年３月末をもって業務委託

契約期間が満了することに伴い、次期３年間の地域包括支援センター業務委託法人を公募

するものです。 

 

 

２．担当地域及び設置数 

 各圏域の担当地域及びセンター設置数は、表 1のとおりとします。日常生活圏域の詳細

は、次頁「太田市地域包括支援センター日常生活圏域図」を参照して下さい。 

 

表 1 日常生活圏域ごとの担当地域及びセンター設置数   (令和 5年 3月 31日現在) 

 

※応募は１法人につき１圏域とします。 

※応募法人がなかった圏域については、再募集を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日常生活圏域 担当地域（行政区） 高齢者人口 設置数 

１ 太田、鳥之郷 ６，１１７人 １ 

２ 九合、休泊 ８，９３２人 １ 

３ 沢野 ５，９２３人 １ 

４ 韮川 ５，８５１人 １ 

５ 強戸、毛里田 ５，８０７人 １ 

６ 宝泉 ７，２５７人 １ 

７ 尾島 ４，１２１人 １ 

８ 木崎、生品、綿打 ８，９０９人 １ 

９ 藪塚東部、藪塚西部 ５，６４１人 １ 
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太田市地域包括支援センター日常生活圏域図 
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３．委託期間 

 令和６年４月１日から令和９年３月３１日までの３年間 

 本契約は、３年間の長期契約とします。ただし、太田市地域包括支援センター運営協議

会で不適当と認めた場合、または法及びこれに関連する政省令、条例等に定める事項に違

反した場合は、委託期間の満了日以前に契約を解除する場合があります。 

 

４．応募資格 

 応募資格は、包括的支援事業等を適切、公正、中立、かつ効率的に実施できる医療法

人、社会福祉法人、NPO法人、その他市長が適当と認める法人で、次の条件を満たすもの

とします。 

（１）応募圏域内にセンターを設置できること。 

（２）市内に介護保険サービスを提供する事業所を有していること。 

（３）３年以上の介護保険サービスの提供実績があること。 

（４）応募法人の役員等が、過去５年以内に居宅サービス等に関し、不正または著しく不

当な行為をした者でないこと。 

（５）応募法人の役員等が禁固以上の刑に処せられ、その執行を終わりまたは、執行を受

けることがなくなるまでの者でないこと。 

（６）応募法人の役員等が、太田市暴力団排除条例（平成２４年３月２３日太田市条例第 

４号）第２条に規定する暴力団員でないこと。 

（７）応募受付の開始日において、国税、県税、市税の滞納がないこと。 

 

５．業務内容 

 業務内容については、下記のとおりとします。なお、今後法及びこれに関連する政省

令、条例等が改正された場合は、変更されることがあります。 

（１）第１号介護予防支援事業 

（２）包括的支援事業 

（３）地域ケア会議の設置運営 

（４）指定介護予防支援事業 

（５）その他、市が仕様書で指定する事業 

※業務の実施にあたっては、太田市が設置する太田市地域包括支援センター運営協議

会、その他市が行う業務と連携して行うこと。 

 

６．職員体制 

（１）専門職種の配置 

地域包括支援センターには、次のアからウまでの資格を有する者（以下「３職種」

という。）であって、常勤専従の職員を１名ずつ配置することとします。 

ア 保健師またはこれに準ずる者 １名 

（これに準ずる者とは、地域ケア、地域保健等に関する相談業務の経験年数が１年

以上ある看護師を指す。） 
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イ 社会福祉士またはこれに準ずる者 １名 

（これに準ずる者とは、福祉事務所の現業員等の業務経験が５年以上または介護支

援専門員の業務経験が３年以上あり、かつ、高齢者の保健福祉に関する相談援助

業務に３年以上従事した経験を有する者を指す。） 

ウ 主任介護支援専門員またはこれに準ずる者 １名 

  （これに準ずる者とは、ケアマネジメントリーダー研修を修了し、かつ、介護支援

専門員の相談対応や地域の介護支援専門員への支援等に関する知識及び能力を有

している者を指す。） 

 

（２）認知症地域支援推進員の配置 

  地域包括支援センターには、上記の３職種に加え、認知症総合支援事業に従事する

職員を 1名配置すること。なお、認知症地域支援推進員は、認知症の医療や介護にお

ける専門的知識及び経験を有する医師、歯科医師、薬剤師、保健師、助産師、看護

師、准看護師、理学療法士、作業療法士、社会福祉士、介護福祉士、視能訓練士、義

肢装具士、歯科衛生士、言語聴覚士、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師、

柔道整復師、栄養士、精神保健福祉士または介護支援専門員のいずれかの資格を有し

ている者とし、業務に支障のない範囲であれば、他の職との兼務を可能とします。 

  

（３）職員の追加配置 

表 2に掲げる４圏域については、同表中「追加配置職種及び員数」の基準に応じ

て、職員を追加配置できるものとします。なお、表 2は委託料算出に係る人員配置基

準を示したものであり、他の圏域における職員の追加配置を妨げるものではありませ

ん。 

 

  表 2 追加配置可能な圏域と追加配置職種及び員数 

 

契約期間内に上記圏域で高齢者人口が９,０００人を超えた場合、または上記圏域以

外で高齢者人口が６,０００人を超えた場合は、別途協議の上職員を追加配置できるも

のとします。 

また、契約期間当初は高齢者人口が６,０００人を超えていたが、契約期間内に高齢

者人口が６,０００人を割り込んだ場合、契約期間内は契約期間当初と同じ人員配置で

運営できるものとします。 

追加配置に係る高齢者人口の基準日は前年３月３１日時点とし、別途協議の上職員

を追加配置できるのは翌年度４月１日からとなります。 

圏域 名称 追加配置職種及び員数 

1 太田・鳥之郷 ３職種、介護支援専門員及び事務職員の中から１名 

2 九合・休泊 ３職種、介護支援専門員及び事務職員の中から２名 

6 宝泉 ３職種、介護支援専門員及び事務職員の中から２名 

8 新田 ３職種、介護支援専門員及び事務職員の中から２名 
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７．施設整備 

 センターの施設整備については、以下のとおりとします。 

（１）応募圏域内に、仕様書の基準に基づき事務所を設置すること。 

（２）業務に必要なパーソナルコンピューター、プリンター、電話、ファクシミリ等を設

置すること。 

※上記に係る経費（備品等）は、受託法人の負担とします。 

 

８．営業日、営業時間及び緊急時連絡体制 

（１）営業日 

   月曜日から金曜日まで 

  （祝日及び１２月２９日から翌年１月３日までの期間を除く） 

（２）営業時間 

   午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（３）緊急時連絡体制 

   電話等により、緊急時の２４時間対応可能な連絡体制を確保すること。 

 

９．運営財源等 

（１）運営費 

次の ア 及び イ の合算額をもって事業の運営費とし、不足額が生じた場合は、受託

法人側の負担とします。 

 

ア 地域包括支援センター業務委託料 

    委託料内訳   

 3職種配置分（円／年） 認知症総合支援事業分（円／年） 

人件費 15,000,000円  900,000円 

事務諸経費  1,320,000円  100,000円 

合計 16,320,000円 1,000,000円 

業務委託料 17,320,000円 

 

  上記に加え、４頁中表 2の基準に応じて職員を追加配置した場合には、表 3のとおり

委託料の上乗せを行います。なお、他事業所との兼務職員や非常勤職員等を配置した場

合の上乗せ金額については、別途協議の上決定するものとします。 

 

    表 3 委託料上乗せ基準表 

職   種 委託料上乗せ上限金額（円／年） 

３職種 5,000,000円 

介護支援専門員 4,500,000円 

事務職員 2,000,000円 
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令和６年度より配置職員（３職種、介護支援専門員のみ）ごとの地域包括支援センター

勤続年数に応じて委託料の増額を行います（以下「増額委託料」と記載）。 

３職種、介護支援専門員それぞれの地域包括支援センター勤続年数に応じた「増額委託

料」一覧表は７頁の通りです。また、留意点については下記の通りです。 

 

○勤続年数の算定基準日 

勤続年数の算定基準日は令和５、６、７年度の年度末（各年度３月３１日時点）とし、年

度途中での再算定は行いません。 

 

○勤続年数の計算方法 

「同一法人内の通算」で勤続年数の計算を行います。例えば、Ａ法人が受託する圏域の地域

包括支援センターを退職後、Ｂ法人が受託する圏域の地域包括支援センターへ転職しても、

同一法人内の通算を適用させるので、Ａ法人が受託する圏域の地域包括支援センターに勤務

していた期間は、勤続年数として計算しません。（※なお、同一法人内の異動等で以前は地

域包括支援センターへ勤務しており、再度地域包括支援センター勤務となった場合は以前に

勤務していた期間を勤続年数として計算します。） 

※必要に応じて「増額委託料」が職員の給与等に反映されているか確認を行う可能性もあり

ます。 

 

○契約期間内に「増額委託料」が発生している職員が退職（又は異動等）した場合 

委託料と同様の運用となり、欠員期間が生じず新たに職員が配置される場合、委託料の減

額はありませんが、「増額委託料」については、該当職員が退職（又は異動等）した日から

退職（又は異動等）が生じた年度末までの期間で減額し、精算を行います。 

※なお、異動等により新たに追加配置された職員が、同一法人内の地域包括支援センター

に勤務していたことがある場合、年度末の精算により「増額委託料」が変動することも想

定されます。 

 

 

 

イ 指定介護予防支援事業に係る介護予防サービス計画費及び総合事業に係る介護予防

ケアマネジメント費（介護報酬） 

 

（２）委託料の精算 

  地域包括支援センター業務委託料については、センター運営に係る経費の決算額をも

って精算するものとします。なお、契約金額を上回る精算は行わないものとします。 
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令和 令和 令和 増額

6 7 8 合計

年度 年度 年度 (１人当たり)

（３職種） ２年～３年未満 20万円 30万円 40万円 90万円

（介護支援専門員） ２年～３年未満 15万円 25万円 35万円 75万円

（３職種） ３年～４年未満 30万円 40万円 50万円 120万円

（介護支援専門員） ３年～４年未満 25万円 35万円 45万円 105万円

（３職種） ４年～５年未満 40万円 50万円 50万円 140万円

（介護支援専門員） ４年～５年未満 35万円 45万円 45万円 125万円

（３職種） ５年以上 50万円 50万円 50万円 150万円

（介護支援専門員） ５年以上 45万円 45万円 45万円 135万円

令和 令和 増額

7 8 合計

年度 年度 (１人当たり)

（３職種） ２年～３年未満 20万円 30万円 50万円

（介護支援専門員） ２年～３年未満 15万円 25万円 40万円

（３職種） ３年～４年未満 30万円 40万円 70万円

（介護支援専門員） ３年～４年未満 25万円 35万円 60万円

（３職種） ４年～５年未満 40万円 50万円 90万円

（介護支援専門員） ４年～５年未満 35万円 45万円 80万円

（３職種） ５年以上 50万円 50万円 100万円

（介護支援専門員） ５年以上 45万円 45万円 90万円

令和 増額

8 合計

年度 (１人当たり)

（３職種） ２年～３年未満 20万円 20万円

（介護支援専門員） ２年～３年未満 15万円 15万円

（３職種） ３年～４年未満 30万円 30万円

（介護支援専門員） ３年～４年未満 25万円 25万円

（３職種） ４年～５年未満 40万円 40万円

（介護支援専門員） ４年～５年未満 35万円 35万円

（３職種） ５年以上 50万円 50万円

（介護支援専門員） ５年以上 45万円 45万円

[令和６年度末時点]

増額となる委託料

勤続年数

[令和７年度末時点]

「増額委託料」一覧表
増額となる委託料

勤続年数

[令和５年度末時点]

増額となる委託料

勤続年数
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１０．選定の方法 

（１）「太田市地域包括支援センター業務委託先事業者選定委員会」を設置し、応募内容に

基づき、本事業に対する考え方や理解度、事業運営能力を総合的に評価し、委託予定

事業者を選定します。 

提出された書類について審査を実施し、審査を通過した応募法人に対し、ヒアリン

グを１０月頃に実施する予定です。詳細については、別途通知します。 

（２）上記（１）により、圏域ごとに委託予定者を選定し、太田市地域包括支援センター 

運営協議会の意見を聴取し、太田市長が決定します。 

（３）選定結果は、すべての応募法人に書面で通知します。 

 

１１. 応募手続き 

（１）公募要項配布期間 

 令和５年７月１８日（火）から７月３１日（月） 

 午前８時３０分～午後５時１５分（土日を除く） 

 ※広報おおた７月１５日号にて掲載予定です。 

 ※公募要項は、太田市ホームページに掲載及び介護サービス課窓口にて配布予定です。 

 

（２）質問受付期間 

 令和５年７月１９日（水）から７月２６日（水）午後５時１５分まで 

 別紙質問書により、メールまたはファクシミリで送付してください。 

 

（３）質問回答日 

 令和５年７月３１日（月） ※太田市ホームページに掲載予定です。 

 

（４）応募受付期間 

 令和５年８月１日（火）から８月１８日（金） 

午前８時３０分～午後５時１５分（土日祝日を除く） 

 

（５）提出書類 

 ・別紙提出書類一覧のとおり 

 ・提出書類については、ホームページに掲載します。 

 

（６）提出部数 

 正本１部、副本（正本の写し）１０部 

 

（７）提出にあたっての留意点 

 ・提出書類は A４版縦型左綴じとし、書類にインデックスを貼付してください。 

その際、書類に直接貼付するのではなく、書類の前に白紙を挿入し、そちらにインデッ

クスを貼付してください。 
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 ・提出書類一式については、返却いたしません。 

 ・提出書類に係る経費は、すべて応募法人の負担とします。 

 ・提出書類は、持参による受付とします。（来所される際は、事前に連絡してくださ

い。） 

 

（８）応募の辞退 

 応募受付後に辞退する場合は、辞退届（任意様式）に理由を明記し、提出してくださ

い。 

 

１２．提出先（問い合わせ先） 

  太田市 健康医療部 介護サービス課 地域支援係 

  〒373-8718 太田市浜町２番３５号（太田市役所１階） 

  電話 0276-47-1856 

  FAX 0276-47-1889 

メールアドレス 020800@mx.city.ota.gunma.jp 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

mailto:020790@mx.city.ota.gunma.jp
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１３．今後のスケジュール 

・応募受付期間 令和５年８月１日（火）から８月１８日（金） 

        午前８時３０分～午後５時１５分（土日祝日を除く） 

 

・第１回太田市地域包括支援センター業務委託先事業者選定委員会 

（令和５年９月予定） 

 

・応募法人書類審査及びヒアリング（令和５年１０月上旬予定） 

 

・第２回太田市地域包括支援センター業務委託先事業者選定委員会 

（令和５年１０月下旬予定） 

 

・太田市地域包括支援センター運営協議会（１１月上旬予定） 

  選定委員会の審査及び選定の結果を報告し、意見聴取を行います。 

 

・委託法人の決定（１１月上旬予定） 

  運営協議会の意見をもとに太田市長が委託する法人の決定を行います。なお、結果は

応募した法人に対して通知し、委託法人については、太田市ホームページに掲載し公表

します。 

 

・開設準備（研修実施、引継ぎ）（令和５年１２月から令和６年３月） 

  令和５年１２月から令和６年３月まで、業務の引継ぎと事務所の開設準備を行いま

す。この間の費用は、受託法人の負担とします。 

 

・業務委託契約締結・業務開始（令和６年４月１日） 

  詳細は、委託法人と協議を行います。 

 

 


